


大戸川ダムの代替案としての淀川本川の流下能力向上の可能性について

・現況における淀川本川の最小流下能力地点は十三－中津地点（7.0k付近）であり、当該
箇所の流下能力は 10500m3/sとなっている。

・整備計画原案においては、阪神電鉄西大阪線橋梁を架け替えることにより淀川本川の流

下能力を 10700m3/s まで向上させることとしている。（阪神電鉄西大阪線橋梁架替後の
最小流下能力地点は十三－中津地点（7.0k 付近）、西中島－長柄地点（9.6k 付近）とな
る）。

【大戸川ダムを整備しなかった場合の淀川本川流量】

・大戸川ダムを整備しないことを想定した場合、計画規模の洪水である昭和 47 年台風 20
号型 1.53 倍が発生すれば、淀川本川では 11,100m3/s の流量が流下することになる。こ
の洪水を計画高水位以下で安全に流下させるためには、更なる橋梁架替や河道掘削を実

施し淀川本川の流下能力を向上させることが必要となる。

【更なる橋梁架替による代替】

・更なる橋梁架替により淀川本川の流下能力を 11,100m3/s まで向上させるためには、Ｊ
Ｒ上淀橋３橋、十三大橋、阪急神戸線・宝塚線・京都線、阪神高速池田線、ＪＲ下淀橋

の計９橋の架け替えが必要となる。橋梁架替については早期に着手することとするが、

事業調整等により、事業完了まで長い期間を要することが想定される他、上記９橋の架

け替えには約４１００億円の事業費が必要となる。

【河道掘削による代替】

・河道掘削により淀川本川の流下能力を 11,100m3/s まで向上させるためには、河床安定
等も考慮した場合、掘削範囲は姫島－高見地区（4.0k 付近）～柴島－毛馬地区（10.0k
付近）となるが、この場合、掘削と同時に複数の橋梁において約１００本もの橋脚の補

強工事が必要となり、河道掘削と橋脚補強を合わせて約７１０億円の事業費が必要とな

る（掘削範囲、橋脚補強が必要な橋梁については別紙参照）。

・また、当該工事については約２３０万ｍ３という大量の土砂を掘削し運搬処分すること

が必要となる他、橋脚補強工事については、非出水期において河積阻害を起こさないよ

う時期を分けて施工する必要があることから所要の工期を要することが想定される。

・上記を踏まえ、整備計画原案では淀川本川掘削による更なる流下能力向上より大戸川ダ

ムを整備する方が有利であるとしている。
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掘削区間 代表横断図 別紙
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問２ 

桂川下流の河道掘削を 3,700m3/s まで行わず、3,600m3/s にとどめておけば、計画

規模洪水が発生した際に枚方流量も低減し、その結果、昭和 47 年 20 号台風型 1.53

倍では、大戸川ダムなしの場合における流量の超過が 400m3/s より小さくなるのでは

ないか。 

・ 前述の通り、鴨川合流前後の区間全体で戦後最大洪水を計画高水位以下で流下さ

せるよう河床安定を考慮し河道を設定した場合、鴨川合流後の区間の計画高水位評

価での最小流下能力は3700m3/s となる。従って、鴨川合流後の河道を3600m3/s河

道とした場合、戦後最大洪水を計画高水位以下で流下させることができない。 

仮に、鴨川合流後の河道を 3600m3/s 河道を設定した場合においても、計画規模洪 

水が発生した際の枚方流量は、以下の観点から、3700m3/s 河道の場合と変わらな 

い。 

 

・ 計画規模洪水が発生した際の淀川本川の流量を検討する際には、中上流部では計

画高水位を超過しても破堤せずに下流に到達する（堤防天端を超えた流量は下流へ

到達しない）といった淀川本川にとって厳しい状況を想定し検討している。 

 

・ 3600m3/s 河道では堤防天端満杯流量は約 5900m3/s、3700m3/s 河道では堤防天

端満杯流量は約 6200m3/s となっている。 

 

・ 計画規模洪水のうち、桂川において流量最大となる昭和 47年 20号台風型 1.53 倍に

おける鴨川合流後の流量は約 4,900m3/s であり、3600m3/s 河道のケースでも、

3700m3/s 河道のケースでも堤防満杯流量以内となっており、淀川本川へ流下する流

量はいずれのケースも同じとなる。 
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